
令和４年就業構造基本調査（概要）
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国民の就業及び不就業の実態を明らかにし、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的とする。

調査の目的

調査の概要

調査周期 ５年

調査期日 令和４年10月１日現在

調査期間 令和４年９月下旬～10月下旬

調査範囲
及び

報告者数

約54万世帯の15歳以上の世帯員約
108万人

調査系統
【調査方法】

総務省－都道府県－市町村－統計調査員（又は民間事業者）－報告者
※調査員が世帯ごとに調査票を配布し、世帯員はオンラインで回答、調査票を郵送で提出又は調査員へ提出

結果公表 令和５年７月末日までに公表（e-Stat）

調
査
事
項

〔有業者・無業者共通の調査事項〕
⇒ 就学状況、収入の種類、職業訓練・自己啓発の有無・種

類、育児・介護の状況等

〔有業者に関する調査事項〕
⇒ 従業上の地位・勤め先での呼称、雇用契約期間、就業日

数・時間、就業理由、転職又は追加就業の希望の有無等

〔無業者に関する調査事項〕
⇒ 就業希望の有無、希望職種、求職活動状況、非就業希望

理由等

資料３－２



令和４年就業構造基本調査におけるテレワークの把握
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●テレワークの推進やワーク・ライフ・バランスの実現など新し
い働き方・暮らしの改革を、少子化対策や女性活躍の拡大と連
携して推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2020
（令和２年７月17日閣議決定）

●テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライ
ン（令和３年３月25日厚生労働省）

●自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン（平成30
年２月厚生労働省）

■ 令和４年就業構造基本調査において、テレワークを把握するために調査事項を追加

《定義：情報通信技術（ICT）を活用して、本拠地のオフィス（事業場・仕事場）から離れた場所（自宅、サテ

ライトオフィス、出先、移動中の乗り物等）で仕事をすること。または、雇人がいない自営業主

が、ICTを活用して、自宅や自宅に準じた場所で、注文者からの委託を受けて仕事をすること。》

■ 調査結果を令和５年７月末までに公表（e-Stat）
《産業、職業、週間就業時間、育児の有無・頻度、介護の有無・頻度などの項目と集計》

主なガイドライン



令和４年就業構造基本調査調査票新旧対照表（テレワーク関係）
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令和４年調査 平成29年調査 
（有業者に関する事項） 

 

（新設） 
 

 



令和４年就業構造基本調査におけるフリーランスの把握
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●ウィズ・コロナ、ポスト・コロナの時代の働き方としても、兼業・副業、フリーランスなどの多様な働き方への期待が高い

●フリーランスとして安心して働ける環境を整備するため、政府として一体的に、保護ルールの整備を行う

成長戦略実行計画（令和２年７月17日閣議決定）

フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン
（令和３年３月26日内閣官房・公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省）

■ 令和４年就業構造基本調査において、フリーランスを把握するために調査事項を見直し

《定義：実店舗がなく、雇人もいない自営業主又は一人社長であって、その仕事で収入を得る者》

■ 調査結果を令和５年７月末までに公表（e-Stat）
《産業、職業、週間就業時間、所得、職業訓練・自己啓発の有無などの項目と集計》



令和４年就業構造基本調査調査票新旧対照表（フリーランス関係）
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令和４年調査 平成29年調査 
（有業者に関する事項） 

 
 

（有業者に関する事項） 
 

 


